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※注 [ ]は２０２２年度実績 

 

事    項  事   業   内   容  

概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 出向・移籍支援事業 

（公益目的事業会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業雇用安定センター（以下「センター」という。）は、

我が国の雇用のセーフティネットの一翼を担う専門機関

として、“失業なき労働移動”の促進を図るため、業種、地

域、企業系列を超えた企業間の出向・移籍支援事業を実施

するとともに、生涯現役社会の実現に向けて、「キャリア人

材バンク事業」を実施するほか、「人材育成型出向等（キャ

リア・ステップアップ型出向、人材育成・交流型出向）」に

ついても積極的な取り組みを行い、雇用の安定の確保と産

業経済の発展に向けて取り組んだ。 

 

2023 年の我が国経済は、コロナ禍を脱し、景気は回復傾

向にあり、高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経

済には前向きな動きが見られた。これに伴い、雇用情勢に

ついても、2023 年度の完全失業率は年平均 2.6％、有効求

人倍率は年平均 1.31 倍であり改善の動きが見られた。 

その一方で、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済

の先行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下

押しするリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域

をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意す

る必要がある。 

こうした動きの中で、当センターにおいては、景気動向

に留意しつつ、産業構造の変化や雇用調整等の動向を的確

に把握し、出向・移籍等による労働力移動に関する情報の

収集、提供及び相談を行い、送出側・受入側双方に条件緩

和等を要請する等、きめ細やかなマッチングを実施し、出

向・移籍支援に努めた。 

この結果、出向・移籍全体の成立数は 10,391 人と昨年

度に引き続き成立目標である 10,000 人を達成した。 

また、雇用保険二事業の目標値である出向・移籍の成立

率（68％以上）については、71.0％、事業所の満足度（当

センターの支援が役立ったとした受入企業の割合が 90％

以上）については、99.4％といずれも目標値を上回った。 

キャリア人材バンク事業については、引き続き関係団

体、行政、企業等との連携を通じてキャリア人材バンクへ

の登録促進を図ったほか、生涯現役地域づくり環境整備事

業を推進する各地方自治体との積極的な連携・協力に努め

たことにより、登録者数 8,018 人、成立数 4,280 人といず

れも事業開始以来、最高の実績となった。 

また、2021 年 4 月施行の改正高年齢者雇用安定法に係る

70 歳までの高年齢者就業確保措置について、企業への周

知・啓発を行った。 

 

人材育成型出向等については、各地方事務所に担当者を

指名し効果的・積極的に取り組んだ結果、189 人（前年度

171 人）の成立事例を確保した。 
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※注 [ ]は２０２２年度実績 

 

事    項  事   業   内   容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 相談・斡旋事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「働き方改革」の中で、「柔軟な働き方がしやすい

環境整備」の一環として、副業・兼業の普及・促進を図る

こととされていることを背景に、厚生労働省からセンター

に対して、2023 年度より「副業・兼業に関する情報提供モ

デル事業」に取り組むことが求められ、雇用型の副業に関

する情報提供事業を東京・大阪・愛知事務所において試行

的に実施した。 

事業所訪問等による副業求人（副業での受入が可能な人

材受入情報）の収集は 2023 年 7 月から開始し、319 人の求

人を受理した。 

副業希望者（副業による就業を希望する在職労働者）の

登録受付及び副業希望者への副業求人情報の提供は 2023

年 10 月から開始し、登録者数は 38 人となった。情報提供

の結果、成立に至った人数は 4 人となった。 

 

以上の業務を推進するに当たっては、金融機関、経済団

体、労働組合等との連携協定を締結、行政機関、弁護士会、

社会保険労務士会等との連携強化など、各機関・団体と協

力し、「失業なき労働移動」に積極的に取り組んだ。 

 

（１）出向・移籍対象労働者に対する支援 

① 委託訓練受講者数        283 人 [   269 人] 

 

② 講習等受講者数       3,995 人 [ 3,462 人] 

 

③ 出向等説明会                 961 回 [   747 回] 

 

④ 人材移動推進情報交換会         3 回 [     3 回] 

・参加企業数                    209 社 [   217 社] 

 

⑤ 人材受入面接会         19 回 [   41 回] 

 

⑥ 相談件数                207,538 件 [176,745 件] 

 

⑦ 人材情報の提供件数      23,602 件 [ 21,767 件] 

 

⑧ 成立数                   10,391 人 [ 10,060 人] 

 

（２）担当職員への業務研修 

① 新任所長・副所長業務研修      1 回 [      3 回] 

9 人 [     21 人] 

 

② 新任出向等支援協力員業務研修  6 回 [      6 回] 

93 人 [     88 人] 
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※注 [ ]は２０２２年度実績 

 

事    項  事   業   内   容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 新任出向・移籍支援コーディネーター業務研修 

                                 3 回 [   4 回] 

19 人 [ 24 人] 

 

④ 新任業務支援員研修               4 回 [  3 回] 

5 人 [  7 人] 

 

⑤ 階層別研修(OJT 研修)              0 回 [  1 回] 

0 人 [ 51 人] 

 

⑥ 階層別研修（業務支援員研修）     0 回 [  1 回] 

                                     0人 [  47人] 

 

⑦ 階層別研修（対象：所長）      2 回［  0 回］ 

                                    45 人［  0 人］ 

 

⑧ フォローアップ研修               2 回 [   5 回] 

31 人 [  88 人] 

 

⑨ ブロック別フォローアップ研修    6回 [  0回] 

71 人［  0 人］  

北海道・東北 2024 年 1 月 25 日、26 日  

関東・甲信越 2024 年 1 月 29 日、30 日 

東海・北陸  2024 年 1 月 23 日、24 日 

近畿         2024 年 2 月 19 日、20 日 

中国・四国   2024 年 2 月 14 日、15 日 

九州・沖縄   2024 年 3 月 4 日、 5 日 

 

⑩ 中堅職員研修                3 回 ［  0 回］ 

60 人 ［  0 人］ 

 

⑪ ハイパフォーマー交流会           1 回 [   1 回] 

24 人 [  46 人] 

※2023 年度は対面により実施 

 

⑫ キャリアコンサルティング技能向上研修 

1 回[  1 回］ 

68 人[  66 人］ 

 

⑬ 「パワハラと指導の違いを学ぶ」研修 

1 回 ［  1 回］ 

728 人 ［ 726 人］ 

※e-ラーニング学習により実施 
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※注 [ ]は２０２２年度実績 

 

事    項  事   業   内   容  

 

２．情報収集事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１) 人材情報の収集、確保 

① 企業訪問件数         198,067 件 [201,375 件] 

 

② 受入情報の収集件数･人数  34,735 社 [ 32,754 社] 

162,239 人 [158,178 人] 

 

③ 送出情報の収集件数・人数  4,687 社 [  4,685 社] 

                            16,620 人 [ 15,208 人] 

 

④ 事務所間情報交換会議         70 回 [    79 回] 

 

（２）関係団体との連携 

① 経済団体等情報交換会議      285 回 [   234 回] 

 

② 職業安定機関等情報交換会議   745 回 [   647 回] 

 

（３）雇用情報の調査等 

①出向・移籍問題懇談会 

・開催回数                       2 回 [     2 回] 

・参加企業数       メンバー企業 17 社 [    17 社] 

 

(４）情報ネットワークの運用管理 

①出向・移籍総合支援システムの運用等 

新システム稼働開始から２年目に入り、安定的かつ円

滑なシステム運用を 1 年を通して実現した。 

 

②出向・移籍総合支援システムの開発 

・センターの根幹事業である出向・移籍支援業務を遂行

する上で不可欠なものである業務系 PC を増設した。 

・厚生労働省編職業分類の改定対応や副業・兼業の情報

提供新事業のシステム対応を計画通りに実施した。 

・情報入力の効率化、マッチングの高度化により支援ス

ピード向上と利用者へのさらなる利便性向上を目的と

して、システム改修を実施した。 

・また、セキュリティ対策として、業務データへのアク

セス証跡を保存する機能を追加開発した。 

 

③次期出向・移籍総合支援システム開発に向けた取り組

み 

・現行システムの延命化を視野に入れた上で、その課題

を明確化することと並行し、次期システム開発につい

て、開発スケジュール並びに概算費用を明確化し、費

用対効果を踏まえ今後の方向性を検討した。 
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※注 [ ]は２０２２年度実績 

 

事    項  事   業   内   容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ セミナー事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④インターネット、イントラネット環境の充実 

ｱ.技術動向を踏まえた設備の更新 

情報公開の高度化とセキュリティの強化を目指

し、今後の技術革新にも対応できるよう、クラウド

を活用したホームページサーバを構築、更新した。 

 

ｲ.セキュリティの強化 

ランサムウェア、EMOTET 等の凶悪なコンピュータ

ウィルスの脅威はますます増加しており、また感

染手口も巧妙化しているため、これらに対応すべ

く、従来、既存ウィルスの検出機能と未知のウィル

ス検出機能をセキュリティ業者によって分けてい

たものを一社に統合し、ウィルス検出、感染保護能

力の強化を図るとともに、万一感染してしまった

場合の初期の分析、復旧作業までを含めた一括対

応ができるシステムを導入した。 

 

ｳ.ペーパレス化、デジタル化 

a.ビデオライブラリーシステムの活用 

職員が、業務能力向上させる業務知識を、自主的に

所属事務所内で学習できるビデオライブラリーシ

ステムを、活用している。2023 度は、従来の研修

での活用に加え、セミナー講師の紹介動画を作成

し、職員に公開することで、コンテンツ活用の一層

の利用拡大と充実を図った。 

b.遠隔会議システムの強化  

遠隔会議の利便化を目指し、音声―文字自動変換

を用いた議事録作成支援ツール及びオンラインセ

ミナーツールである ZOOM ウェビナーの導入、試行

を開始した。 

 

 

（１) 企業間交流セミナー 

① 開催回数                     3 回 [     2 回] 

② 受講者数                    176 人 [    76 人] 

 

（２) 再就職支援セミナー 

① 開催回数                       4 回 [     9 回] 

② 受講者数                      61 人 [   106 人] 

 

（３) キャリアデザインセミナー 

① 開催回数                      71 回 [    94 回] 

② 受講者数                   1,497 人 [ 2,226 人] 

 

（４) 人事労務管理セミナー 
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※注 [ ]は２０２２年度実績 

 

事    項  事   業   内   容  

 

 

 

４ 広報活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 開催回数                     472 回 [   423 回] 

② 受講者数                  14,449 人 [11,195 人]  

 

 

センターの役割、事業内容を広く周知し、センターに対す

る理解を深めるとともに、センターの利用促進を図るた

め、役職員によるＰＲ活動や広報誌の発行などの積極的な

広報活動を次のとおり行った。 

 

（１) 事業主、関係事業主団体、賛助会員等を対象に広報

誌「かけはし」を毎月 15,000 部発行し、センター事業

のＰＲに努めた。 

 

（２) センター及びセンター事業周知のためのツールと

して、新たに刷新した標準ポスター（1,700 部）、キャ

リア人材バンクポスター（1,700 部）、企業用パンフレ

ット（137,000 部）、求職者用パンフレット（100,000

部）、キャリア人材バンク用リーフレット（33,000 部）

を作成・配布するとともに、経営者協会、商工会議所

等の機関紙及び「日本経団連タイムス」、「労働新聞」

等の専門誌への広告掲載等の広報媒体を活用した広報

活動を行った。 

 

（３) センターのホームページ（Web サイト）によりセン

ターの事業に関する各種情報を発信し、2023 年 4 月か

ら 2024 年 3 月までのアクセス数は 963,217 ペ－ジビュ

ーで、昨年度比 0.7％増となった。 

 

（４) センターの知名度及び認知度向上を図るため、Ｒ

Ｘ Ｊａｐａｎ (株)主催の人事総務部門向け国内最大

級の専門展である「ＨＲ ＥＸＰＯ」に出展し、来場者

に対してＰＲ活動、利用勧奨を行う等、様々なプロモ

ーション活動を実施した。 

 

①東京展  2023 年 5 月 10 日～12 日(東京ﾋﾞｯｸｻｲﾄ) 

②関西展  2023 年 11 月 15 日～17 日(ｲﾝﾃｯｸｽ大阪) 
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※注 [ ]は２０２２年度実績 

 

事    項  事   業   内   容  

Ⅱ 法人管理 

（法人会計） 

 １ 諸会議の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センター事業の適切かつ円滑な管理・運営を行うための

諸施策を実施した。 

 

（１）理事会・評議員会 

センターの事業に関する重要事項を審議、決定するた

め、理事会を 3 回、評議員会を 1 回開催した。 

 

① 理事会 

第 26 回 2023 年 6 月 8 日 

・決議事項 「2022 年度事業報告並びに同附属明細書承

認の件」 

「2022 年度計算書類（貸借対照表及び正味

財産増減計算書）及び同附属明細書並び

に財産目録、キャッシュフロー計算書承

認の件」 

「評議員補欠選任候補者 4 名選出の件」 

「任期満了及び欠員補充に伴う役員（理事

14 名・監事 2 名）選任候補者選出の件」 

「第 11 回定時評議員会招集の件」 

・報告事項 「職務執行状況報告」 

「代表理事（会長）の職務執行状況報告」 

「代表理事（理事長）の職務執行状況報告」 

「業務執行理事（常務理事）の職務執行状況

報告」 

 

第 27 回 2023 年 6 月 27 日 

・決議事項 「代表理事(会長・理事長)及び業務執行理事

の選定の件」 

「顧問選任の件」 

・報告事項 「第 11 回定時評議員会の決議内容について」」 

 

第 28 回 2024 年 3 月 21 日 

・決議事項 「2023 年度収支予算書等の変更の承認の件」 

「2024 年度事業計画書及び収支予算書等の

承認の件」 

・報告事項「職務執行状況報告」 

「代表理事（会長）の職務執行状況報告」 

「代表理事（理事長）の職務執行状況報告」 

「業務執行理事（常務理事）の職務執行状況

報告」 

 

② 評議員会 

第 11 回 2023 年 6 月 27 日 
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※注 [ ]は２０２２年度実績 

 

事    項  事   業   内   容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 賛助会員の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 個人情報の適正

な 管 理 体 制 の

充実 

 

 

 

 

 

・決議事項 「2022 年度計算書類（貸借対照表及び正味

財産増減計算書）及び同附属明細書並び

に財産目録、キャッシュフロー計算書承

認の件」 

「評議員 4 名補欠選任の件」 

「任期満了及び欠員補充に伴う役員（理事

14 名・監事 2 名）選任の件」 

・報告事項 「2022 年度事業報告」 

「2023 年度事業計画書及び収支予算書」 

 

（２）全国所長会議・ブロック所長会議                   

センターの業務運営方針等の徹底を図るため、全国

所長会議及びブロック所長会議を開催した。 

 

①全国所長会議 

2023 年 4 月 20 日、21 日 

「業務実施に伴う指示事項等について」 

②ブロック所長会議 

北海道・東北 2023 年 7 月 13 日、14 日  

関東・甲信越 2023 年 9 月 14 日、15 日 

東海・北陸  2023 年 7 月 27 日、28 日  

近畿         2023 年 7 月 6 日、7 日 

中国・四国   2023 年 9 月 28 日、29 日   

九州・沖縄   2023 年 9 月 7 日、8 日 

 

 

センターの組織・事業基盤の充実を図るとともに、セン

ターの事業目的に対する賛同者を増やすため、関係機関と

の連携を図る等、賛助会員の拡大に努めた。会員総数は

7,857 会員で前年度に比べ 225 会員（3％）の増となった。 

2024 年 3 月 31 日現在 

団体会員 全国企業会員 地方企業等会員 会員総数 

 104 会員

[103 会員] 

  355 会員 

[357 会員] 

 7,398 会員 

[7,172 会員] 

7,857 会員 

[7,632 会員] 

 

 

改正個人情報保護法に対応して、整備した「個人情報保

護関係規程」に基づき対応している。個人情報保護のため、

ビデオライブラリーによる「個人情報保護の動画配信」で

の啓発の他、新任出向等支援協力員業務研修、フォローア

ップ研修などの様々な機会を通じて、職員に対して個人情

報の管理と漏えい防止への意識啓発に努めている。 

さらに、万が一の個人情報漏えい発生時の国への報告義

務に対応するために、「情報漏えい等事態取扱要領」の周知
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事    項  事   業   内   容  

 

 

 

４．働き方改革 

 

 

に努め、個人情報漏えい発生時に迅速に対応できる組織体

制を構築した。 

 

テレワークの適切な導入 

働き方改革の一環として、従来のコロナ対応の特別措置

のルールを見直し、「在宅勤務」という位置づけで試行運用

を継続中。 

なお、在宅勤務の環境を改善するため、リモートアクセ

スシステムを見直し、従来のパソコンベースだけではな

く、公用携帯電話からもリモートアクセスできるよう機能

拡充を図った。 
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事業報告の附属明細書 

 

 

２０２３年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行

規則」第３４条第３項に規定する附属明細書の「事業報告の内容を補足する重要な

事項」はありません。  

 

 

 

２０２４年６月  

 公益財団法人  産業雇用安定センター  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




